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加熱式たばこ対策について

資料４

平成15年 健康増進法施行（平成14年法律第103号）

•初めて受動喫煙対策が明確化された
•国民の健康増進の観点から受動喫煙防止の取り組みを積極的に推進するため、
多数の者が利用する施設の管理者をするものに対して、受動喫煙を防止する措
置を取れる努力義務が課せられた。
→企業での自主的な取り組みが行われた。飲食店、鉄道、タクシーなどの施設屋
内や内部における禁煙への対応が勧められて一定の成果を上げた。
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平成30年 健康増進法の一部を改正する法律（改正法）（平成30年法律第78号）

• 多くの人が利用する施設において受動喫煙を受ける状況にあるため、東京オリンピック・パラリン
ピックの開催を契機として国民の健康増進を一層図るために、受動喫煙対策の更なる強化

→多数の者が利用する施設等における喫煙の禁止、喫煙が可能な施設での掲示義務化などの

措置が盛り込まれた。施設の類型に応じた原則禁煙等のルールとなる。

１，第一種施設（学校等）の屋外喫煙所の設置について
・第一種施設は、原則敷地内禁煙。屋外に喫煙場所の設置は可能。

２，既存特定飲酒提供施設の特例措置について≪附帯決議≫
・施行当時存在した小さな飲食店は食事をしながら喫煙が可能 【経過措置】

３，指定たばこ（加熱式たばこ）の取り扱いについて≪附帯決議≫
・加熱式たばこに限って、食事などをしながら喫煙ができる「加熱式たばこ専用喫煙室」の設置が可能。【経過措置】

４，喫煙目的施設の要件等について
・喫煙を主目的とするバー・スナック等については、施設内で喫煙が可能

•改正法成立頃から加熱式たばこが普及しはじめた。
•紙たばことは発生する物質が異なる。
•健康影響に関する科学的知見が十分ではなかった。
そのため…
「健康影響が明らかではない」ことを前提に、一定の“経過措置”が設けられた。

指定たばこ（加熱式たばこ）について・・・
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令和8年7月9日
“第7回受動喫煙対策専門委員会”
資料より抜粋

令和8年6月17日
“第６回受動喫煙対策専門委員会”資料より抜粋
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加熱式たばこの安全性が確立されていないから、“大丈夫”ではなく、安全性
が確立されるまでは、可能な限り慎重に抑制的に対応を行う

①≪予防原則≫に基づいた対応を行う

指定たばこ（加熱式たばこ）の今後について・・・

今現在知り得ている加熱式たばこに関する情報を市民へ分かりやすく情報提
供を行う

➁加熱式たばこの正しい情報の周知を行う


